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社会的責任と地域貢献活動
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地域経済活性化への貢献

【地方債引受】
　平成27年度の北海道債の引受（銀行等引受債）は150億円でした。
　これは当年度内総発行額1,890億円に対し7.93％のシェアを占めており、引受全金融機関別のシェア
では上位第4位という重要な位置付けにおります。
　道内農畜産物の販売代金等の資金を会員JAから貯金として吸収し、北海道債の引受をはじめ道内地方公
共団体への融資として還元することにより、北海道経済の持続的発展に寄与し、地域社会の活性化に貢献
するよう取り組んでおります。

地域からの資金調達の状況

【貯金残高】
（NCD含む） 【貸出金残高】

北海道農業への貢献
JAバンク北海道の多様な農業資金
　対象者や資金使途に応じ、さまざまな資金を設けています。道内JA統一資金のほか、北海道信連独自資
金も設けており、JAバンク北海道が一体となった農業担い手等への金融対策強化に取り組んでおります。

地域への資金供給の状況

　当会は、地元のJA等が会員となって、お互い助け合い発展していくことを共通の理念として運営されてい
る相互扶助型の農業専門金融機関であるとともに、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。

� （単位：百万円）

資金名 資金の使いみちなど 残　高

JAフルスペックローン 農機具や格納庫など、比較的小口の設備資金 58,579

JA 農業経営緊急支援資金 飼料費などの生産資材の高騰あるいは災害などに
より緊急に必要となる中・長期運転資金 6,324

JA 農業経営サポートローン 「経営所得安定対策」に係る交付金等入金までの
間に必要となる運転資金 151

JA 農業経営ステップアップローン 農業経営に必要な設備資金や中・長期運転資金 9,274

JA 営農応援ローン 農業経営に必要な短期運転資金 830

JA 新規就農応援資金 新規就農者の農業経営にかかる設備・運転資金 108

JA 再生可能エネルギー施設等資金 再生可能エネルギー利用の取り組みを支援するた
めの発電・蓄電設備取得資金 194

【道内JA統一資金】
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【北海道信連独自資金（農家組合員向け）】

【北海道信連独自資金（総合JA向け）】

当会では独自資金の他に、制度資金、受託資金も取り扱っております。

【制度資金取り扱い状況】 【受託資金取り扱い状況】

� （単位：百万円）

資金名 資金の使いみちなど 残　高

農業経営ステップアップ資金 農地・施設・機械の取得等、農業経営改善に要する資
金 4,185

信連　新規就農者資金 新規就農者が、農業経営を行っていく際に必要となる
資金（営農資金・住宅資金） 243

信連　農業後継者応援資金
信連　中核農業者応援資金

農業経営の安定化・高度化に資するための既往農業負
債の借換並びに借換に必要な費用 892

信連　農業法人経営応援資金 農業法人が、農業経営を行っていく際に必要となる資
金（運転資金・機械・設備資金） 938

信連　担い手経営対策資金 返済負担軽減のための既往負債の借換並びに経営改善
に必要な設備更新等の新規投資 53

� （単位：百万円）

資金名 資金の使いみちなど 残　高

農業経営緊急支援資金
飼料費などの生産資材の高騰あるいは災害などにより、緊
急に必要となる運転資金について、JAが農業者の皆さまに
ご融資しようとする場合に、その原資をJAに融通する資金

2,529

共同利用施設等設備資金 組合員が利用する共同利用施設等をJAが建設するための設
備資金 25,149

� （単位：百万円）

資金名 資金の使いみちなど 残　高

日本政策金融公庫
（農林水産事業）

生産力の維持増進・食料の安
定供給の確保に必要な資金を
お取り扱いしております。

203,878

日本政策金融公庫
（国民生活事業）

教育を受けるために必要な資金
をお取り扱いしております。 686

住宅金融支援機構

災害関連融資等政策的に重要
なものを除いて、原則として
新規のお取り扱いはしており
ません。

24,787

� （単位：百万円）

資金名 残　高

農業近代化資金 4,788
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社会的責任と地域貢献活動

　当会は、「健全な事業を営む農業者をはじめと

する地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に

供給していくこと」を、「最も重要な役割のひと

つ」として位置付け、公共性と社会的責任を強く

認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方

針を定め、取り組んでいます。

1．�当会は、お客さまからの新規融資や貸付条件

の変更等の申込みがあった場合には、お客さ

まの特性および事業の状況を勘案しつつ、で

きる限り、柔軟に対応するよう努めます。

2．�当会は、事業を営むお客さまからの経営相談

に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さま

の経営改善に向けた取り組みをご支援できる

よう努めてまいります。

また、役職員に対する研修等により、上記取

り組みの対応能力の向上に努めてまいります。

3．�当会は、お客さまから新規融資や貸付条件の変

更等の相談・申込みがあった場合には、お客さ

まの経験等に応じて、説明および情報提供を適

切かつ十分に行うように努めてまいります。

また、お断りさせていただく場合には、その

理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明する

よう努めます。

4．�当会は、お客さまからの、新規融資や貸付条

件の変更等の相談・申込みに対する問い合わ

せ、相談および苦情については、公正・迅

速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が

得られるよう努めてまいります。

5．�当会は、お客さまからの新規融資や貸付条件の

変更等の申込み、事業再生ADR手続の実施依

頼の確認または地域経済活性化支援機構もしく

は東日本大震災事業者再生支援機構からの債権

買取申込み等の求めについて、関係する他の金

融機関等（政府系金融機関等、信用保証協会等

および中小企業再生支援協議会を含む。）と緊

密な連携を図るよう努めてまいります。

また、これらの関係機関等から照会を受けた

場合は、守秘義務に留意しつつ、お客さまの

同意を前提に情報交換しつつ連携に努めます。

6．�当会は、お客さまからの上述のような申込み

に対し、円滑に措置をとることが出来るよう、

必要な体制を整備いたしております。

具体的には、

（1）�代表理事理事長以下、役員並びに関係部

長を構成員とする「融資協議会」にて、

金融円滑化にかかる対応を一元的に管理

し、組織横断的に協議します。

（2）�理事資金運用本部長を「金融円滑化管理

責任者」として、当会全体における金融

円滑化の方針や施策の徹底に努めます。

（3）�営業部、農業融資部、各支所に「金融円滑

化管理担当者」を設置し、各部署における

金融円滑化の方針や施策の徹底に努めます。

7．�当会は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢

について、その適切性および有効性を定期的

に検証し、必要に応じて見直しを行います。

金融円滑化にかかる基本方針

　経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会および日本商工会議所が事務局）が公表した「経営者

保証に関するガイドライン」を踏まえ、当会は、本ガイドラインを尊重し、遵守するための態勢整備を実施いた

しております。

　当会は、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客様が本ガイドラインに則した保証債務の整

理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応するよう努めてまいります。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応方針について

金融円滑化の取り組みについて
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　当会では、金融円滑化にかかる対応措置を適切に把握し対応するため、以下の体制を整備しております。

【債務者が中小企業者である場合】

【お借入条件の変更等に関する申込みに対する対応体制】

【債務者が住宅資金借入者である場合】

金融円滑化にかかる体制整備について

金融円滑化にかかる実施状況について

理事会

融資協議会

金融円滑化管理担当役員

金融円滑化管理責任部署

お 客 さ ま

審査部

金融円滑化
管理担当者

相談窓口

営業部・各支所

中小企業のお客さま
農業のお客さま（支所）

金融円滑化
管理担当者

相談窓口

農業融資部

住宅ローン
借入のお客さま

管理・指示 報告・協議 管理・指示報告・協議

27

社
会
的
責
任
と
地
域
貢
献
活
動

� （単位：件）

対象期間：平成21年12月〜平成28年3月末 平成26年
9月末

平成27年
3月末

平成27年
9月末

平成28年
3月末

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数 44 47 50 52
うち、実行に係る貸付債権の数 42 45 48 50
うち、謝絶に係る貸付債権の数 0 0 0 0
うち、審査中の貸付債権の数 0 0 0 0
うち、取下げに係る貸付債権の数 2 2 2 2

� （単位：件）

対象期間：平成21年12月〜平成28年3月末 平成26年
9月末

平成27年
3月末

平成27年
9月末

平成28年
3月末

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数 0 0 0 0
うち、実行に係る貸付債権の数 0 0 0 0
うち、謝絶に係る貸付債権の数 0 0 0 0
うち、審査中の貸付債権の数 0 0 0 0
うち、取下げに係る貸付債権の数 0 0 0 0
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社会的責任と地域貢献活動

JAバンク北海道農業融資専門委員会・地区戦略会議の取り組み
　JAバンク北海道では「JAバンク北海道農業融資専門委員会」や各地区戦略会議にて、農業資金の企画や
戦略的課題への取り組みを協議しております。
　専門委員は地域事情に精通し専門的知識を有するJA実務者等により構成し、施策検討等を行っておりま
す。
　また、各地区に設置された戦略会議（全体会議・農業融資部会）では、JAバンク担い手金融リーダー（※）
を中心に地区の実情にあわせた協議を行っております。
　なお、JAバンク北海道では職員の実務処理能力・融資渉外能力の向上および農業融資に関する知識の習
得を図るため、「JAバンク農業金融プランナー」資格制度の取得に取り組んでおり、現在、603名が資格
を取得しております。

※JAバンク担い手金融リーダー
農業金融実務の専門家として設置を進めてきたもの
で、現在全国で2,000名を超え、道内においても276
名が各JAで活躍しております。

JAの融資体制強化への取り組み
　JAバンク北海道では、農業者の経営状況に応じた融資体制強化のため、融資対応の一層の迅速化と高度
化に取り組んでおります。
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農業法人・農業者向けフォーラム等の開催
　フォーラムは、農業法人・農業者への支援に向けた取り組みの一環として、JAバンク北海道が主催し、
JAグループ北海道が一体となって開催しているものです。
　農業法人経営者や個人農業者を対象に、農業経営を考える上で一助となるようなソフト面での機能還元
を目的に、11月に札幌でフォーラムを開催いたしました。また、より実務的な経営課題をテーマに全道5
地区にて、セミナーも開催いたしました。
　今後も、フォーラム等の開催を通じ、農業法人・農業者の方々とJAグループとのより一層の関係強化を
目指してまいります。

（フォーラム開催内容）
　平成27年11月16日（月）　於：札幌パークホテル
　「JAグループ北海道　農業経営フォーラム」
①演　題：「強い農業をつくる　〜女性の目で見たこれからの農業経営〜」
　講　師：農業ジャーナリスト　青山　浩子氏
②演　題：「企業革新と経営者の役割　〜クロネコヤマトの実践から〜」
　講　師：ヤマト運輸㈱元・社長　都築　幹彦氏

※フォーラム終了後には情報交換を目的とした交流会を開催いたしました。

（セミナー開催内容）
　平成28年1月〜3月にかけて全道5地区（岩見沢・旭川・帯広・北見・釧路）にて、事業承継税制をテー
マとした地元税理士による講演のほか、各地区の参加者の経営課題等を踏まえた独自企画により構成した
セミナーを開催いたしました。
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社会的責任と地域貢献活動

信用事業推進専門委員会の創設
　JAバンク北海道では、平成27年に「信用事業推進専門委員会」を創設いたしました。
　道内JAは一体的事業推進の達成に向けた個々の生活メインバンクにかかる施策について取り組んでおり
ますが、当委員会は、各地区を代表するJAが参集し、相互に生活メインバンクの領域を中心とした信用事
業の強化に向けた意見交換や情報の収集と共有を行うことを目的としております。
　こうした取り組みを通じて、推進事業の高度化・活性化を図っていくことを目指すとともに、全道のJA
信用事業強化に向けた取り組みに繋がると考えられる施策等について協議し、JAバンク北海道全体の事業
推進の底上げを図ってまいります。

協議事項
・年金推進における今後の展開について
・窓口・渉外セールス力強化に係る取り組みについて
・大口高齢者に係る相続・次世代対策について　　など

地域社会とのふれあい
　各JAの窓口で年金を受け取られている皆さまが中心となって、年金友の会をつくり活動を行っておりま
すが、当会は、各JAを通じてこれらの活動を支援し、健康で楽しく暮らせる明るい地域社会づくりに協力
しております。

高齢化社会と年金相談
　高齢化社会を迎え年金受給者は大幅な増加傾向にあります。
　JAバンクは、新規に年金を受け取られる方への受給手続相談、既受給者に対する「貰い忘れ年金」相談
など、年金に関する幅広い相談に対応できる相談窓口の充実に取り組んでおります。
　年金に関するご質問等は、最寄りのJA窓口へお尋ねください。

JAバンク北海道サポート事業の実施について
　当会は、北海道農業や農業担い手を支援するため、平成26年度より「一般社団法人JAバンク北海道サポー
ト基金」を設立し、新たに『JAバンク北海道サポート事業』を実施しております。
　この事業は、道内のJAバンクから農業資金および住宅ローンの融資を受ける農業者・組合員に対し利子
の助成を行うことにより借入負担の軽減を図り、その経営をバックアップするものです。さらに農業担い
手ニーズの調査・研究や環境に配慮した地域社会の実現に繋がる事業・地域貢献活動等幅広く北海道農業
をサポートする事業に取り組みます。

大通公園花壇づくり
　当会では、札幌市の緑化事業への参加として、農林中央金庫札幌支店が行っている札幌市大通公園での
花壇植栽活動に平成26年度より参加しております。
　今後も活動を通じて、地域の環境整備に努めてまいります。

〈植栽の様子〉 〈植栽後の花壇〉

30

社
会
的
責
任
と
地
域
貢
献
活
動



HOKKAIDO SHINREN REPORT 2016

社会福祉充実への貢献
　JAバンク北海道（JA／当会）は、地域貢献活動として、平成21年度から平成
25年度にかけてJR北海道および道内の社会福祉協議会に対し、AED（自動体外
式除細動器）を寄贈してまいりましたが、平成26年度からは、新たに設立した
「一般社団法人JAバンク北海道サポート基金」におけるサポート事業の一環と
して地域貢献活動に係る支援を目的にAEDの寄贈を継続して行っております。

　寄贈先としては、昨年同様JR北海道の各主要駅としており、同社のAED配置
計画と連携し、新規配置予定分および従前より配置している機器の更新分も含め対応しております。
　また、道内の社会福祉協議会に対しても引き続きAEDの寄贈を行なっております。
　平成27年度は、JR北海道の既設駅（白石駅：1台、野幌駅：1台、恵庭駅：1台、旭川駅：2台、北見駅：
1台）に加え、平成28年3月26日に開業された北海道新幹線の設置駅（新函館北斗駅：2台、木古内駅：1台）
にも新規寄贈し、計9台を寄贈致しました。
　さらに夕張市社会福祉協議会に対しても新規で1台寄贈し、平成27年度は合計10台のAEDを寄贈いたし
ました。
　寄贈したAEDについては、万一の時の備えとして、駅構内での救命活動やJR駅職員・地域住民の救命講
習等に活用されております。

贈呈式：平成28年2月24日（水）　JR新函館北斗駅にて
（左から　JA新はこだて　田村常務、畠山組合長、JR新函館北斗駅　鳴海開業準備駅長、小松開業準備副駅長）

　当会は、今後も道内JAおよびJAバンク北海道サポート基金と連携のうえ、社会福祉への協力と地域社会と
のコミュニケーション充実のため、地域貢献活動に取り組んでまいります。

　当会の子会社の北海道信連サービス株式会
社が献血事業の普及や啓発活動に功績のあっ
た団体として、平成27年度　札幌市献血推進
功労者表彰を受賞いたしました。
　医療は進歩しているものの、血液が人工的
に作られるまでには至っておらず、献血によ
る血液で多くの患者の命が救われている現状
にあることから、今後も取り組みを継続して
参ります。
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北海道JAバンク食農教育応援事業の展開
　JAバンク北海道では、JAバンクが行う社会貢献活動として、平成20年度から「北海道JAバンク食農教
育応援事業」を展開しております。
　この事業はJAが行う食農・環境・金融経済についての教育活動をサポートするもので、全道小学校等
に対する補助教材本の贈呈や小中学生などを対象とした農業体験学習などにかかる費用の助成を行って
おります。

JAグループが行う食農教育活動への助成
　全道の各JAやJAの青年・女性部組織は、地元の子どもたちを対象とした食や農業などの教育活動に取り
組んでおります。
　平成27年度は46のJAや組織が農業体験学習や学校給食食材提供、料理教室など86の活動を実施しまし
た。また、JAグループは北海道コンサドーレ札幌への協賛を通じ、食と農について啓蒙活動を行っており
ます。
　JAバンクでは、こうした活動にかかる助成事業を通じて社会貢献活動に寄与しており、引き続き積極的
な事業展開に取り組んでまいります。

〈JAグループ北海道サンクスマッチ〉 〈JA道央・田植え体験学習〉

全道小学校に補助教材本を贈呈
　平成27年度は補助教材本「農業とわたしたちのくらし」および教材本の内容をより具体的に理解でき
るようDVDを作成し、全道1,121校の小学校や特別支援学校に、北海道教育委員会・各市町村教育委員
会等のご協力のもとに贈呈し、授業で活用いただいております。
　JAバンクは補助教材本贈呈事業を通じて、教育現場での食農教育を応援しています。

〈北海道教育委員会への教材本贈呈〉 〈JA斜里町から斜里町教育委員会への教材本贈呈〉

社会的責任と地域貢献活動
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全道統一ドドーン貯キャンペーン
　平成27年6月〜7月および11月〜12月までの間、それぞれ全道統一の貯金キャンペーン（通称「ドドー
ン貯キャンペーン」）を実施し、定期貯金・定期積金をご契約いただいた方の中から抽選で、道内農畜産
物やJA特産品をプレゼントいたしました。

〈夏のキャンペーンのポスター〉 〈冬のキャンペーンのポスター〉

〈9月13日　公開抽選会の様子〉 〈2月13日　公開抽選会の様子〉
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北海道コンサドーレ札幌応援定期貯金キャンペーン＆新通帳発行

JAバンク北海道年金感謝ウィーク

JAバンク北海道年金お受取キャンペーン

　平成28年3月1日より、北海道コンサドーレ札幌応援定期貯金キャンペーンの実施とマスコットのドー
レ君をデザインした「総合口座通帳」と「定期貯金通帳」の2種類の通帳の発行を開始しました。

（平成27年6月15日〜30日）
　JAで年金をお受取りのお客様に
日頃の感謝を込めて『招福ようか
ん』をプレゼントしました。
　期間中（6月15日〜30日）、全
道で約7万人の方がJA窓口へご来
店されました。

（平成27年9月1日〜12月30日）
　平成26年度に引き続き、期間中
（9月1日〜12月30日）にJAで新
たに年金のお受取り、またはご予
約された方に『相田みつを年金証
書ケース＆縁起もの図柄ふろし
き』のセットをプレゼントしまし
た。

社会的責任と地域貢献活動

〈コンサドーレキックオフイベント（H28.1.16）での通帳発行のPRの模様〉

ⓒ2016�CONSADOLE

〈総合口座通帳〉

〈定期貯金通帳〉

〈年金感謝ウィークのポスター〉

〈年金お受取キャンペーンのポスター〉
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JAバンク北海道窓口セールスコンクールの開催
　平成27年5月16日に、JAバンク北海道窓口セールスコンクールを開催しました。
　当コンクールに先立ち、全道6地区、12会場で地区予選会等が開催され、「年金部門」と「JAカード部門」
に分かれ、72JA、総勢140人のテラーの参加のもと、各地区で熱戦が繰り広げられました。
　厳しい予選や選考会を勝ち抜いた16人のテラーが当コンクールに臨み、道内各地から200名を超える
応援者が駆け付けるなど盛大なコンクールとなりました。
　今回のコンクールは顧客情報を収集し、情報の中から顧客ニーズを把握し、顧客にあった商品やサー
ビスを提案することを課題としており、「情報収集力」と「提案力」に比重を置いて実施しました。
　JAバンク北海道は、お客様である組合員や地域の方々のニーズにしっかりと応えられるよう、窓口担
当者のJAの顔としての接客や、提案スキルを強化していくこととしております。

全日本大学駅伝　北海道予選会の応援
　JAバンクでは、全日本大学駅伝の特別協賛を行っています。
　平成27年8月22日、札幌市で開催された北海道予選会において、地元JAさっぽろ、JAサツラクととも
に当会も応援を行い、参加選手および大会関係者に、道産米を使った「おにぎり」、道産生乳を使った「飲
むヨーグルト」、「JAバンクオリジナルタオル」を差入れいたしました。

〈窓口セールスコンクールの様子〉
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環境保全への取り組み
　当会は、社会の一員として環境への負荷を認識し、省資源・省エネルギー・リサイクルにも配意し、環
境負荷の低減に努め、地球温暖化対策や循環型社会の構築へ向けた取り組みを図るように努力してまいり
ます。

■全会的な環境負荷低減への取り組み
　平成18年度から、地方5支所（岩見沢・旭川・帯広・北見・釧路）も参加した当会全体としての環境保
全行動計画を策定し、｢節電への取り組み｣、｢ガソリン使用量削減への取り組み｣、｢紙使用量削減への取
り組み｣の3項目を目標設定し、環境負荷低減に取り組んでおります。

①節電への取り組み
　蛍光灯の間引き、室内温度管理の徹底、不在エリアの消灯等を実施し、年間を通して節電に努めてお
ります。
　平成27年〜29年度の3カ年では、北農ビル・事務センターのLED化により、平成26年度実績に対し
16%の電力使用量削減を目標としております。

②ガソリン使用量削減への取り組み
　ガソリンの使用による二酸化炭素排出の抑制を図るため、エコドライブの実践や営業車両のハイブ
リッド車等の低燃費車への切り替えを順次行っております。

③紙使用量の削減
　省資源への取り組みとして、平成28年度からペーパーレス会議の導入により紙使用量の削減を図る
こととし、平成27〜29年度の3カ年で、26年度実績に対し5％の削減を目標に取り組んでおります。

■札幌市における環境保全活動への取り組み
　当会では、平成15年に施行された「札幌市生活環境の確保に関する条例」に基づき、平成15年度から
3カ年毎に環境保全行動計画を策定し、二酸化炭素排出削減をはじめとする、環境負荷低減の活動に取り
組んでおります。

3カ年計画（平成27～29年度）の取り組み
　札幌市内の事業所における二酸化炭素排出量について、電気・ガソリン・重油および天然ガスの削減に
努め、3カ年で平成26年度の実績比13.9％の削減を目標として取り組みます。

～二酸化炭素排出削減の27年度実績～

社会的責任と地域貢献活動
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� （単位：t-CO2）

平成27年度実績 平成26年度実績 前年比削減量 前年比削減率

CO2排出量 799 803 ▲4 ▲0.5％




